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１６－(1) 医師及び歯科医師の資格確認
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１６－(2) 介護支援専門員の資格管理 

介護支援専門員として業務に従事するためには、介護支援専門員の登録及び介護支

援専門員証（以下「専門員証」という。）の交付を受けている必要があります。 

また、平成１８年４月より専門員証の有効期間は５年間となっており、介護支援専

門員として継続して従事するためには、有効期間満了までに更新に必要となる研修を

受講、修了した上で、専門員証の更新申請手続きを行い、有効期間を更新する必要が

あります。 

専門員証の更新に必要な手続きを怠り、有効期間が満了した場合、介護支援専門員

として業務に従事できなくなるばかりか、所属する事業所の業務運営にも支障が生じ

ることになります。 

なお、専門員証の更新手続きを行わず、有効期間満了後に介護支援専門員業務に従

事した場合は、介護保険法第６９条の３９第３項の規定により、介護支援専門員の登

録が消除（取消し）となることがあります。 

専門員証に係る資格管理（有効期間の把握・携行・研修の受講等）は、介護支援専

門員本人により当然なされるべきものではありますが、各事業所においては、所属す

る介護支援専門員並びに専門員証の交付を受けている他職種の者について、資格管理

の徹底を周知いただくとともに、研修受講に当たっての御配慮をお願いします。 

別紙資料として、更新等に係る研修一覧及び研修概要を掲載していますので、ご確

認いただき必要な研修の受講漏れがないよう御指導願います。 

１ 介護支援専門員を雇用する場合 
 介護支援専門員として雇用する際には、資格確認として必ず専門員証（有効期間記

載、顔写真付き）の提示を求め有効期間を確認するとともに、携行するよう指導して

ください。 

 なお、有効期間を定める前に発行された旧登録証※１しか持っていない場合、専門

員証の更新を行っていないため、介護支援専門員として業務に従事できません。 

業務に従事した場合は、登録消除（取消）の対象となります。 

※１ 旧登録証とは、平成１８年３月３１日以前に登録された介護支援専門員に交付され、Ａ４版

と携帯用の２種で、顔写真は貼付されていません。 

（１）有効期間の更新が必要な介護支援専門員 

①専門員証の有効期間が平成２７年９月３０日までの介護支援専門員

既に更新に必要となる研修を受講、修了しているか、あるいは、更新申請

手続きを行っているか必ず確認してください。 

②専門員証の有効期間が平成２８年９月３０日までの介護支援専門員

２７年度に開催する更新研修（実務経験者向け又は未経験者向け）を受講

するよう指導してください。（実務経験者向けの申込期限は、平成２７年３

月３１日、１７時必着です。） 

※ 上記①、②の介護支援専門員について、研修未受講又は未修了の場合は専

門員証の更新ができないため、有効期間満了後は介護支援専門員として配置

できません。 

なお、有効期間が満了した専門員証は県に返納するよう指導してください。 

117



（２）登録のみ受けている介護支援専門員 

  介護支援専門員として業務に従事するためには、登録とは別に専門員証の交付

を受けていることが必要です。専門員証の交付は、登録から５年間は随時交付可

能なため、専門員証の交付申請を行うように指導してください。なお、申請から

交付までは約１か月間を要しますのでご留意下さい。 

（３）更新に係る研修を未受講・未修了で、有効期間が満了した介護支援専門員 

再研修（年１回１月～３月に開催）を受講、修了後、専門員証の交付を受けれ

ば、業務に従事することができます。 

（４）他の都道府県で登録されている介護支援専門員 

  資格に関する各種届出・申請は、登録先の都道府県に行うことになります。（岡

山県で更新に係わる研修を受講していても、申請は登録先の都道府県に行うこと

になります。） 

  岡山県内の事業所で配置されている（配置予定も含む）場合は、岡山県への登

録の移転が可能です。 

２ 介護支援専門員を雇用している場合 

（１）有効期間の更新が必要な介護支援専門員 

①専門員証の有効期間が平成２７年９月３０日までの介護支援専門員

既に更新に必要となる研修を受講、修了しているか、あるいは、更新申請

手続きを行っているか必ず確認してください。 

②専門員証の有効期間が平成２８年９月３０日までの介護支援専門員

２７年度に開催する更新研修（実務経験者向け）を受講するよう指導して

ください。（実務経験者向けの申込期限は、平成２７年３月３１日、１７時

必着です。） 

※ 上記①、②の介護支援専門員について、研修未受講又は未修了の場合は専

門員証の更新ができないため、有効期間満了後は介護支援専門員として配置

できません。 

なお、有効期間が満了した専門員証は県に返納するよう指導してください。 

３ 介護支援専門員の受講すべき研修・各種届出について 
介護支援専門員が受講しなければならない研修の案内、必要な届出（氏名・住所

変更等）等については、岡山県保健福祉部長寿社会課のホームページに掲載してい

ますので、ご確認いただき、従事する介護支援専門員にご周知ください。 

URL：http://www.pref.okayama.jp/soshiki/35/ 

その他ご不明な点がありましたら、下記までご連絡ください。 

〒７００－８５７０（住所不要） 

岡山県保健福祉部長寿社会課 長寿社会企画班 

ケアマネ登録係 

ＴＥＬ ０８６－２２６－７３２６（直通） 

ＦＡＸ ０８６－２２４－２２１５ 

118



研修名 対象者
受講地

（都道府県）
研修時間

開催時期
（予定）

受付
（予定）

①実務研修 介護支援専門員実務研
修受講資格試験合格者

受験地 ４４時間 年１回

1月～3月 12月

②実務従事者基礎研修 実務に就いている者
で、経験年数１年未満
の者

勤務地 ３３時間 年１回

11月～12月 9月～10月

③専門研修課程Ⅰ 実務に就いている者
で、経験年数６ヶ月以
上の者

勤務地 ３３時間 年１回

5月～8月 2月～3月

④専門研修課程Ⅱ 実務に就いている者
で、経験年数３年以上
の者

勤務地 ２０時間 年1回

8月～10月 2月～3月

⑤更新研修
(実務経験者向け）

１年以内に有効期間の
満了を迎える者で、介
護支援専門員証の有効
期間中に実務に就いた
経験のある者

登録地 ５３時間 年１回

5月～10月 2月～3月

⑥更新研修
(実務未経験者向け）

１年以内に有効期間の
満了を迎える者で、介
護支援専門員証の有効
期間中に実務に就いた
経験の無い者

登録地 ４４時間 年１回

1月～3月 10月

⑦再研修 介護支援専門員証の有
効期間が満了した者
で、新たな専門員証の
交付を受けようとする
者

登録地 ４４時間 年１回

1月～3月 10月

⑧主任介護支援専門員
研修

十分な知識、経験を有
する介護支援専門員(５

年以上の従事期間等)

勤務地 ６４時間 年１回

10月～12月 7月～8月

注１）①、⑥、⑦の研修は、同一カリキュラムにより同時開催
注２）③、④の研修と⑤の研修は一体的に開催

平成２７年度介護支援専門員研修一覧

119



介
護
支
援
専
門
員
の
研
修
体
系

●
ケ
ア
マ
ネ
と
し
て
業
務
に
従
事
し
て
い
る
者
、
又
は
従
事
し
て
い
た
者

実
務
従
事
者
基
礎
研
修

介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
の
実
務
に
従
事
し
て
い
る
者
で
、
就
業
後
１
年
未
満
の
者

専
門
・更
新
（就
業
者
向
け
）研
修
　
（毎
年
度
、
５
月
か
ら
１
０
月
頃
ま
で
の
期
間
で
実
施
予
定
）

専
門
研
修
課
程
Ⅰ

介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
の
実
務
に
従
事
し
て
い
る
者
で
、
就
業
後
６
か
月
以
上
の
者

専
門
研
修
課
程
Ⅱ

更
新
研
修
（就
業
者
向
け
）

【
留
意
事
項
】

① ② ③

介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
の
実
務
に
従
事
し
て
い
る
者
で
、
就
業
後
３
年
以
上
の
者
（
た
だ
し
、
専

門
研
修
課
程
Ⅰ
を
修
了
し
た
者
に
限
る
）

更
新
研
修
は
、
各
年
度
、
５
月
末
か
ら
１
０
月
頃
ま
で
の
開
催
で
あ
り
、
証
の
有
効
期
限
に
よ
っ
て
は
、

証
の
交
付
後
、
５
年
目
（
有
効
期
間
の
最
終
年
度
）
で
は
な
く
、
４
年
目
に
受
講
す
る
必
要
が
あ
る
者
も

見
込
ま
れ
る
た
め
、
自
己
管
理
を
徹
底
し
、
各
人
に
お
い
て
有
効
期
限
と
更
新
研
修
の
受
講
年
度
、
受

講
時
期
を
十
分
確
認
し
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

研
　
　
　
修
　
　
　
名

１
回
目
の
更
新
の
場
合

介
護
支
援
専
門
員
証
の
有
効
期
間
が
１
年
以
内
に
満
了
す
る
者
で
、
専
門
員
証
の
有
効
期
間
中

に
、
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
実
務
に
従
事
し
て
い
る
者
又
は
従
事
し
て
い
た
経
験
を
有
す
る
者

２
回
目
以
降
の
更
新
の
場
合

介
護
支
援
専
門
員
証
の
有
効
期
間
が
１
年
以
内
に
満
了
す
る
者
で
、
専
門
員
証
の
有
効
期
間
中

に
、
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
実
務
に
従
事
し
て
い
る
者
又
は
従
事
し
て
い
た
経
験
を
有
す
る
者

受
　
　
　
　
　
　
　
　
講
　
　
　
　
　
　
　
　
対
　
　
　
　
　
　
　
　
象
　
　
　
　
　
　
　
　
者

1
1
年
目

実 務 研 修 　 受 講

ケ ア マ ネ 登 録 ・ 証 交 付

7
年
目

8
年
目

9
年
目

1
0
年
目

5年
目

6
年
目

な
お
、
こ
こ
で
い
う
更
新
研
修
受
講
対
象
者
は
、
証
の
有
効
期
間
が
更
新
期
限
年
度
の
翌
年
度
の
９
月

３
０
日
ま
で
を
期
限
と
す
る
証
を
保
持
す
る
者
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

実 務 研 修 受 講 試 験

1年
目

2年
目

3年
目

4年
目

専
門
員
証
の
有
効
期
間
中
に
、
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
の
実
務
に
従
事
し
て
い
る
者
で
、
就
業

後
３
年
以
上
の
者

証
の
有
効
期
限
ま
で
に
、
更
新
の
際
に
必
要
と
な
る
研
修
（
専
門
研
修
課
程
Ⅰ
、
Ⅱ
又
は
更
新
研
修
）

を
受
講
修
了
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
期
限
切
れ
と
な
っ
た
場
合
、
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
業
務
に

従
事
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
介
護
支
援
専
門
員
の
資
格
自
体
は
な
く
な
り
ま
せ
ん
。

（
期
限
が
切
れ
た
後
に
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
従
事
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
「
再
研
修
」
を
受
講
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
）

実
務
従
事
者

 

基
礎
研
修

 

専
 
門

 
研

 
修

 
課

 
程

 
Ⅰ

 

専
門
研
修

課
程

 
Ⅱ

 

更
新
研
修

 
（
就
業
者
向
け
）

 

１
回
目
の
更
新

 

専
 

 
門

 
 
研

 
 
修

 
 
課

 
 
程

 
 
Ⅱ

 
更
新
研
修

 
（
就
業
者
向
け
）

 

２
回
目
の
更
新

 

合 格
修 了

専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
て
４
年
目
ま
で
に
専
門
研
修
課

程
Ⅰ
、
Ⅱ
い
ず
れ
も
受
講
修
了
し
て
い
な
い
場
合
、
５
年
目

に
更
新
研
修
の
受
講
が
必
要
（受
講
後
、
証
の
交
付
手
続

き
が
必
要
）
 

２
回
目
の
専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
て
４

年
目
ま
で
に
専
門
研
修
課
程
Ⅱ
を
受
講

修
了
の
場
合
、
更
新
研
修
の
受
講
は
不

要
（た
だ
し
、
証
の
更
新
手
続
き
は
必
要
）
 

専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
て
４
年
目
ま
で
に
専
門
研
修
課
程
Ⅰ
、

Ⅱ
と
も
に
受
講
修
了
の
場
合
、
５
年
目
に
更
新
研
修
の
受
講
は
不

要
（た
だ
し
、
証
の
更
新
手
続
き
は
必
要
）
 

専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
て
４
年
目
ま
で
に
専
門
研
修
課
程
Ⅰ
の
み

受
講
修
了
の
場
合
、
５
年
目
に
更
新
研
修
の
う
ち
専
門
研
修
課
程
Ⅱ

に
係
る
研
修
の
受
講
が
必
要
（受
講
後
、
証
の
更
新
手
続
き
が
必
要
）
 

２
回
目
の
証
の
交
付
を
受
け
て
４
年
目
ま
で

に
専
門
研
修
課
程
Ⅱ
を
受
講
し
て
い
な
い
場

合
、
５
年
目
に
更
新
研
修
の
受
講
が
必
要

（受
講
後
、
証
の
交
付
手
続
き
が
必
要
） 
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介
護
支
援
専
門
員
の
研
修
体
系

●
ケ
ア
マ
ネ
と
し
て
業
務
に
従
事
し
た
経
験
の
な
い
者
で
更
新
を
行
う
者

更
新
（未
経
験
者
向
け
）研
修

各
年
度
、
１
月
か
ら
３
月
ま
で
の
期
間
で
実
施
予
定

再
研
修

各
年
度
、
１
月
か
ら
３
月
ま
で
の
期
間
で
実
施
予
定

●
１
回
目
の
更
新
手
続
き
を
行
わ
な
か
っ
た
者
（
あ
る
い
は
専
門
員
証
の
有
効
期
限
が
切
れ
て
い
て
、
新
た
に
専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

・

7
年
目

実 務 研 修 受 講 試 験

実 務 研 修 　 受 講

ケ ア マ ネ 登 録 ・ 証 交 付

1年
目

2年
目

【留
意
事
項
】

専
門
員
証
の
有
効
期
間
が
満
了
日
を
経
過
し
て
も
、
介
護
支
援
専
門
員
の
資
格
自
体
は
な
く
な
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
有
効
期
間
が
満
了
し
た
専
門
員

証
で
は
、
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
業
務
に
従
事
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
有
効
期
間
満
了
後
、
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
業
務
に
従
事
し
よ
う
と
す

る
場
合
に
は
、
再
研
修
を
受
講
し
、
新
た
に
専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
留
意
下
さ
い
。

受
　
　
　
　
　
　
講
　
　
　
　
　
　
対
　
　
　
　
　
　
象
　
　
　
　
　
　
者

介
護
支
援
専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
て
か
ら
、
そ
の
有
効
期
間
が
満
了
す
る
ま
で
に
介
護
支
援

専
門
員
と
し
て
実
務
に
従
事
し
た
経
験
を
有
し
な
い
者

備
　
　
　
　
　
　
　
考

研
　
　
　
修
　
　
　
名 ケ ア マ ネ 登 録 ・ 証 交 付

6
年
目

7
年
目

8
年
目

9
年
目

1年
目

2年
目

3年
目

4年
目

5年
目

介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
都
道
府
県
の
登
録
を
受
け
た
者
で
、
登
録
後
５
年
以
上
実
務
に
従
事

し
た
こ
と
が
な
い
者
又
は
実
務
経
験
は
あ
る
が
そ
の
後
５
年
以
上
実
務
に
従
事
し
て
い
な
い
者

で
、
新
た
に
専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

実 務 研 修 受 講 試 験

実 務 研 修 　 受 講

更 新 研 修 未 受 講

1
1
年
目

1
0
年
目

8
年
目

9
年
目

1
0
年
目

1
1
年
目

3年
目

4年
目

5年
目

6
年
目

更
新
研
修

 
（
未
経
験
者
向
け
）

 

１
回
目
の
更
新

 
２
回
目
の
更
新

 

合 格
修 了

合 格
修 了

再
  研

  修
 

専
 
門

 
研

 
修

 
課

 
程

 
Ⅰ

 

専
門
研
修
課
Ⅱ

 

実
務
従
事
者

 

基
礎
研
修

 

更
新
研
修

 
（
就
業
者
向
け
）

 

専
 
門

 
研

 
修

 
課

 
程

 
Ⅰ

 

専
門
研
修
課
程
Ⅱ

 

実
務
従
事
者

 

基
礎
研
修

 

更
新
研
修

 
（
就
業
者
向
け
）

 

１
回
目
の
更
新
手
続
き
な
し
→
専
門
員
証
の
有
効
期
限
切
れ
（
従
事
不
可
）

 
新
た
に
専
門
員
証
交
付
後
１
回
目
の
更
新

 

今
後
も
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
従
事
す
る
予
定
が
な
い
場
合
に

は
、
必
ず
し
も
未
経
験
者
向
け
の
更
新
研
修
を
受
講
す
る
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
場
合
、
専
門
員
証
の
期
限
切
れ
に
よ
り
介
護

支
援
専
門
員
と
し
て
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
が
、
資

格
自
体
は
な
く
な
り
ま
せ
ん
。
期
限
が
切
れ
た
後
に
介
護
支
援
専

門
員
と
し
て
従
事
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
「再
研
修
」を
受
講
し

新
た
に
専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

６
年
目
に
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
従
事
し
た
場
合

 

再
  研

  修
 

７
年
目
に
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
従
事
し
よ
う
と
す
る
場
合

 

新
た
な
専
門
員
証
交
付
（従
事
可
能
） 

２
回
目
の
更
新
ま
で
に
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
従
事
し
な
か
っ
た
場
合

 

121



介護支援専門員（ケアマネジャー）の更新について 

 平成１８年よりケアマネジャー（以下、ケアマネ）の資格は、５年の更新制となりました。更新するために

は、更新研修を受講する必要があります。更新にはケアマネ業務に従事の有無で、実務未経験者と実務経験者

の２種類に分かれています。また、実務経験者の方は専門研修（Ⅰ・Ⅱ）を受講することで更新することも可

能となっています。 

 

 

（ケアマネの業務に就いている（就いたことがある）方） 

（ケアマネの業務に就いたことが無い方） 

   ：はい 

   ：いいえ 

実務経験者 

実務未経験者 

初めて専門員証を更新をする方 

顔写真入りの専門員証を

持っていますか？ 

ケアマネの業務に就い

たことはありますか？ 

専門員証の有効期間は

残っていますか？ 

登録後５年を経過

していますか？ 

ケアマネの業務に就く

予定はありますか？ 

専門員証の交付手続き

を行ってください。 

専門員証の交付により

専門員証の有効期間５

年間の更新制となりま

す。 

再研修４４ｈを受講

してください。 

更新研修（未経験者

向け）４４ｈを受講

してください。 

ケアマネの業務に

就く際に、専門員

証の交付を受けて

ください。（登録後

５年を経過してい

ますと、交付には

再研修４４ｈの受

講が必要です。） 

専門員証の有効期間が

１年以上残っています

か？ 

現在、実務に就いてお

り、ケアマネ登録後、

通算して、６ヶ月以上

実務経験があります

か？ 

更新研修（就業者向

け）５３ｈを受講して

ください。 

専門研修Ⅰ３３ｈを受

講するには、現任者で、

ケアマネ登録後、通算し

て６ヶ月以上実務経験

が必要です。 

専門研修Ⅱ２０ｈを受講

することが出来ます。 

専門研修Ⅰ３３ｈを受講する

ことが出来ます。 

専門研修Ⅰを受講済で、現在、実務

に就いており、ケアマネ登録後、通

算して３年以上実務経験がある方。 
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前回更新時または専門員証の交付にあたり、更新研修（未経験者向け）、再研修を受講された方 

前回更新時に、更新研修（就業者向け）、専門研修Ⅰ・Ⅱを受講された方 

専門員証の更新交付後に、

ケアマネの業務に就いて

いる。または、就いたこと

がありますか？ 

専門員証の有効期間満了日が

残り１年未満になった時に、

更新研修（未経験者向け） 

４４ｈを受講してください。 

現在、実務に就いてお

り、ケアマネ登録後、

通算して、３年以上実

務経験があります

か？ 

更新研修２０ｈを受講

してください。 

専門研修Ⅱ２０ｈを受講

することが出来ます。 

専門員証の有効期間満

了日まで残り１年未満

の方。 

専門員証の有効期間が

１年以上残っている

方。 

専門員証の有効

期間満了日まで

残り１年未満の

方。 

専門員証の有効

期間が１年以上

残っている方。 

更新研修２０ｈを受講

してください。 

専門研修Ⅱ２０ｈを

受講するには、現任者

で、ケアマネ登録後、

通算して、３年以上の

実務経験が必要です。 

更新研修（未経験者向け） 

４４ｈを受講してください。 

専門員証の有効期間が

１年以上残っています

か？ 

現在実務に就いており、ケ

アマネ登録後、通算して、

６ヶ月以上実務経験があ

りますか？ 

更新研修（就業者向け） 

５３ｈを受講してください。 

専門研修Ⅰ３３ｈを受講するには、現任者で、ケアマネ

登録後、通算して、６ヶ月以上の実務経験が必要です。 

専門研修Ⅱ２０ｈを受講

することが出来ます。 

専門研修Ⅰ３３ｈを受講する

ことが出来ます。 

専門研修Ⅰを受講済で、現在実務に

就いており、ケアマネ登録後、通算

して、実務経験が３年以上ある方。 

専門員証有効期間内に

ケアマネ業務に就いた

ことがある方。 

専門員証の有効期間内に、ケアマネの業

務に就いていないが、今後はケアマネの

業務に就く予定のある方。 
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